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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B26
彩の国新産業創出研究開発推進事業費 商工費 彩の国新産業創出研究開発推進事業費

なし 宣言項目 08 稼ぐ力の向上

分野施策 040832 変化に向き合う中小企業と小規模事業者の支援

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 △30,860 △30,057 △803 18,928

現計額 49,788 44,472 5,316

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

産業技術総合
センター費

事 業
期 間

平成15年度～ 根 拠
法 令

　技術環境の急速な変化に対応するために、県内中小企
業に対する一層の技術開発支援が求められている。
　これに応えるため、企業ニーズを踏まえた研究開発を
行い、その成果を幅広く企業に提供していく。
　また、個別企業のより具体的なニーズに対応するため
に受託研究を実施するとともに、企業や他機関と連携し
て外部競争的資金を活用した研究を実施する。

(１)産業技術総合センター研究開発事業　△30,860千円
受託研究事業獲得実績が見込みを下回ることによる減額
、及び事務経費の節減に
より生じた執行残の減額。

（１）事業内容
　　ア　政策的研究開発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,234千円
　　　　社会ニーズや国・関東地域及び本県の政策との整合を考慮して｢先端ものづくり｣､｢環境・エネル
　　　　ギー関連｣､｢農林水産・食品産業｣､「ヘルスケア」等の分野に重点を置いた研究開発を｢産業支援
　　　　研究｣として進める。　
　　イ　受託研究事業
　　(ｱ)　個別企業からの受託研究
　　　　個別の企業からのより具体的なニーズにこたえるため、有料で受託研究を実施　　　　　　　 　  7,250千円
　　(ｲ)　外部競争的資金による研究
　　　　企業や他機関等と連携し、外部資金を活用した研究を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　34,722千円
　　ウ　客員研究員招へい事業
　　　外部の知的資源を活用して企業ニーズの迅速な実現化を図るため、有識者の助言等を受ける　　　 　　582千円　
（２）事業計画
　　ア　政策的研究開発事業　　　　　産業支援研究　　　10　テーマ
　　イ　受託研究事業　　　　　　　　個別企業　　　　　30　テーマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　外部競争的資金　　 6　テーマ
　　ウ　客員研究員招へい事業　　　　18人日
（３）事業効果
　　社会ニーズ・企業ニーズに即した研究開発を行い、その研究開発を県内企業に技術移転することにより、県内産業の
　　競争力が強化され、県経済の活性化が図られる。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　(国研)産業技術総合研究所、(国研)理化学研究所、食品総合研究所などの国公立研究機関のほか、工科系大学や企業
　　などと連携して、外部競争的資金の積極的な獲得を図っている。
（５）補正予算の概要
　　(1)産業技術総合センター研究開発費
　　　受託研究事業獲得実績が見込みを下回ることによる減額、及び事務経費の節減により生じた執行残の減額。

　ア・ウ　(県10/10)
　イ　(事業者10/10)県0

　地方交付税措置あり
　工業技術センター費

　198,550千円(20.9人×9,500千円)

補正後の
予算額

― 産業労働部 B26 ―
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